
2C6 日本の技術革新の 誘発要因に関する 実証的分析 

0 渡辺 千仮 ( 通商産業省 ) 

ェ ・序 詩 
本分析は、 過去 20 年間にわたる 日本の製造業における 技術革新の原動力について、 エネルギー 危 

機への対応に 注目して実証分析を 行ったものであ る ュ 。 即ち、 70 年代の二次にわたるエネルギー 危 
機 に対する産業及び 政策の対応において、 エネルギー制約 2 を契機とする「生産要素の 技術開発への 
、 ンフト づ成長の維持づ 更なる技術開発」という 良 循環メカニズムの 存在と、 この循環過程におけ 
る 持続的な誘発要因に 視点を据えて、 次の 3 段階の分析の 枠組みを設定し、 それぞれについて、 新た 

な計量分析手法を 開発する 3 と共に、 それを用いた 実証的解明を 図ることを主題とした。 
①五本・労働力及び 原材料・エネルギ 一に加えて技術 ( 技術知識スト ヮク ) を生産要素に 組み込むと共に 

、 これら生産要素間、 なかんずく技術と 他の生産要素との 代替関係の分析 
②脆弱な生産要素の 生産性の向上をねらいとした 技術の傾斜的投入の 視点に立った 生産要素の連関 

関係に注目した 代替メカニズムの 分析 

③生産要素の 連関関係に対する ト リガ 一 及び誘発要因ならびに 連関関係を誘発する 上での政策機能 
の分析 

エネルギー危機以降の 日本の産業技術の 急速な進展 4 及びそれに関連した 産業技術政策の 役割 5 に 

ついては、 今日国際的に 深い関心が払われている 1 が 、 上記のような 視点からそのメカニズムと 効果 
を 実証的に明らかにした 例はない。 

2. 生産要素の技指への 代替 但 向の実証的分析 
( 上 ) 分析の視点 
第 10 課題の実証的解明を 目的として、 1970-87 年の日本の製造業を 対象に、 下記分析プレームに 

従い、 生産 (Y) の要素として、 労働力 ( し ). 至 ホスト ソク (K). 原材料 (M). エネルギー (E) に加えて、 
技術蓄積の程度を 代表させる技術知識ストック (T) を 斉合 的に計測し、 この要素も怒り 込んだトラン 
ス ログ型価格関数を 構築し，それを 用いてエネルギー 危機によるエネルギ 一価格の急 腱 2 に対して 一 
定の生産を維持するために、 生産要素間の 組み合わせがどのように 変化したかを 分析。 

生産関数 Y  Ⅰ 士 [( し - し r Ⅰ ， (K-K ⅠⅠ， (M- れ Ⅰ ),(E-E ⅠⅠ ， T コ 

コスト関数 C  =  c(Y,Pl,Pk,Pn,Pe,Pt)  ニ (GLC- ㎝ Cl)+( ㏄ C- ㎝ Ck)+(G 肘 C-%TC 皿 )+(GEC-GTCe)+GTC 
技術知識スト ヵ T 。 =  デ [Rt 一 m  +  (l-P  )TI 一 l]B.A.D.Tlmp.,  GTC  二 GTCH 千百 TCk+GTC 血 + ㎝ Ce  Ⅰ R 

L: 労働力 ( 労働者数 X 労働時間 ) 、 K: 資本 ( 五木スト 7 ク X 稼働率 ) 、 M: 原材料、 E: 最終 窩僻 ‥ - 消費量 
Lr,Kr,Mr,Er: 各生産要素のうち 技術開発に投入される 童、 Ⅱ Cl,k,m,e : 同コスト 

R: 研究開発投資 ( 含 技術輸入支払 ) 、 B: 基礎研究， A: 応用研究， D: 開発研究， Tlmp.: 輸入技術 
m: 研究開発から 実用化までのリードタイム、 P: 陳腐化 串 (1/ 技術の寿命 ) 

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - " 

1 技術とは本来、 一つの仕事のための 功牌 "- 投入を少なくするやり 方を標準化したものであ り、 曲 
叫 -- 危機に対する 対応においては、 あ らためてその 本来的可能性が 試されたとされている。 
1983 年以降の国際石油価格の 下落傾向とともにその 重要性は薄まったが、 地球環境問題の 高まり 

の中で、 CO2 排出と耳癖 "- 消費との両面 桂に 照らして再び 重要性が加 - ガ 7 リ " してきている。 
2  製造業の耳偏 -- 価格の推移 (1970 ゴ 00):74(177)  79(233)  80(322)  82( 臣 9)  83(345)  87(306) 
3  技術開発のわ ハ ・ クトや 、 誘発要因等を 経済総体の中で 体系化する Technometonics 構築の試み。 
4  GNP 当りの産業の 研究開発投資の 推移 ($):1970(1.33)  75(1.37)  80(1.M  )  85(2.16)  89(2.37) 
5 産業の研究開発投資に 占める日本の 政府支援の割合は 四で、 欧米の 1/10( 国防研究を除いても 1/5) 
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(2) 枝梧 知議 スト ソク 及び生産要素間の 技 笛 要素の重枚の 計 甜 
製造業 500 社を対象とした ァ乃 ・ ト 調査「 21 を実施し、 ①研究開発の 実用化までの り - Ⅰ舛ム 血 :3,3 年 ) 、 

②技術の寿命 (10 ・ 2 年， p,9.8% 、 ③ T とし， K,H,E との重複 ( それぞれ 2,2, 17.2, 0 ， 5, 0 ・ 9 幼を明かに 
し ( 表エ ) 、 その結果等をもとに、 1970-87 年の製造業の 技術知 識 スト ヮク (1970:4.2,  1980:16,8,  1987: 
29.0 兆円 -1980 案 貫 価格 ) を計測すると 共に、 生産要素間の 重複を整理。 計測した技術知識スト ヮク につい 
ては、 特許・実用新案のトルト・との 相関により、 その有意桂を 検証 ( 表 2) 。 

表 エリードパム 及び技術の寿命の 計測 (1970-87)  表 2 計測技術知識スト ヵ の有意桂の検証 (1977-85) 
リ -@" タイム R2@ DW@ F 

基礎研究 5.6 年け ノブ ・ 膿文 79) PAT  二 1% ㏄ +  1. 田 TO-2  0 ・ 兜 1.37  7 ㏄ 
応用研究 3,6  (  同 125) ( 援 ， 1) 
gaassffafit WyGwy@ 2.0  (   向 t56) PAT@ =@ -7653@ + 1.54@ Tl-z@ 0.95@ 1.66@ 140 
全段階平均 3,3  (  同 360) (11.8) 

PAT@ =@ 14164@ +@ 1.65@ T2-2@ 0.99@ 1.46@ 609 
技術の寿命 (24  .7 Ⅰ 

新技術による 淘汰 13.5 年 ( 同 119) PAT  二 15734  +  1.52  T3-2  0 ・ 98  1,36  455 
F@XJ@g  @  S@n  _L7  ( 1@  157) (21.3) 
全体平均 10 ・ 2  (  同 276) PAT@ =@ 13212@ +@ 1.60@ T4-2@ 0.99@ 1.34@ 726 

(26.9) 
(3) トランスロバ 型 佃格 関数の推定 PAT: 製造業特許・ 実用新案出願件数 
以上の要素に 対応するそれぞれの 価格トルト。 を TO  Tl  T2  T3  T4 TO 一 2 

計測し上記価格関数を 推定し ( 表旦 ) 、 同関数を用 m  3.3 3.0  3.5 3.3  3.3 ラク "2 台 i 
い た ァ レン馬代替弾性 ( 表土、 図工 ) 及び価格弾性 p  9.8 9.8 9.8 9.5 10 ・ 0 

値の分析により、 次の結果を得た。 
① 窩僻 ， - 及び労働は一 

頁 して技術及び 五木 表 3  推定トランスロバ   型価格関数 (1970-87) 
に 代替した。 

②原材料と技術とは 完関係にあ ったが、 補 HI・ ・ OOSllnPk・ (  98.15)  (  12.86)  (  1.71) (-10.30) (- 6.97) ( 6.87)   

代替関係に変わった。 

も 1986 年から代替 関 ③同様に、 糞本と 技術 Hn・ (234.24) (-10.30) (-7.93) (・ (-・ 0.01041nPt (-6.73) 
係 に変わった。 He Ⅰ 0.0831 - 0.02771InPl + 0.0058lnPk   0.02601 ハ P 皿 + 0.0455 Ⅰ 几 Pe + 0.0023lnPt 

以上のように、 ェみ (@ 27.97)@ (-@ 6.97)@ (@ 1.16) (@  5.62)  (  12.59)  (  2.78)   

対処して、 持続的成長 
を 確保するために、 ヱ a  Hl, Ⅱ k, Ⅱ m, Ⅱ e, Ⅱ t:  コストシェア 

ネルギーをはじめ、 す 

べての生産要素は、 直接あ るいは間接的に 技術に代替し・あ るいはその方向に 推移した (   図       2) 。 この 

結果、 技術知識スト ソク が増大し、 技術レベルの 急速な上昇をもたらすこととなった。 

表 4  アレン 偏 代替 桂 値の推移 (1970-87) 

        Ⅰ - Ⅰ Ⅹ - Ⅰ 甘 -I E-I 

1370 7.712 -0.994 -0.732 6.765 

197 Ⅰ 7.  Oil -O.S66 -0.733 6.700 
197Z 6.46a -0.807 -0.6S Ⅰ 6.SB8 

1973 6.736 -1.03S -0.631 6.489 

1974 6.56 ヱ -1.377 -0.717 Ⅰ ， Ⅰ 92 

1975 6.661 -l.l9< -0.609 3.641 
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図工 アレン 偏 代替 桂 値の推移 (1974-87) 

エネルギー 国原石油 エネルギー 
揖仮   価格の急 B    佃揺 0 ゑ 腱 """ 一 

代替     
袖完   中立 

図 2  生産要素の代替・ 補完動向 (1974-87) 

3. 生産要素の連関関係に 注目した代替メカニズムの 実証的分析 
( エ ) 分析の視点 
第 2 の課題の実証的解明を 目的として、 生産要素間の 代替は弾性 値 間の相対変化に 支配されること 

を 認識し、 技術知識ストックを 含む全ての生産要素を 織り込み、 かつ技術革新による 各要素の弾性値 
の動態変化をも 表す「技術由佳 型 動態的生産関数」を 構築して、 エネルギー制約の 高まりに対応した 
各生産要素の 生産性の変化の 面から代替メカニズムを 分析。 
(2) 技偕 由佳 型 動態的生産関数の 推定 
まず、 主成分分析等により ェ ネルギ一価格の 急接及びそれに 伴 う各 弾性値の変化を 支配する要因を 

分析し、 T 及び国際石油価格 (P) が決定的要因であ ることを明かにした 6 。 この結果をもとに、 各弾性 
値は 、 競争条件下での 価格決定を双提に、 T 及び P で表されることを 検証 7 した上で、 上記関数を 
次の通り推定した ( 以下のし， K,M,E 及び同コストはいずれも T への各要素投入堂控除後の 値 ) 。 

Y  =  0.46 LJ 、 KJk MJm EJ 。 R2 0.g ㏄ DV l.41  (1970-87) 
J  l  丁 0 ・ 132  P  0 ・ 27/T  o.26,  J  k  Ⅰ 0 ， 172  T  o.16/P  0 ・ 18,  J  m  二 0 ・ 767  T  0.04/P  0 ・ 06 

(2.19) (4.03) (3.54) 
Je@ =@ 0.007@ po ， 74/T0.35 

(4.48) 
推定した弾性 値は 、 一次同次生産関数・ 競争条件下の 価格決定を双提とする 弾性 値 たるコストシエ 

ア との相関が強 い ことが検証された ( 図二 ) 。   

    主成分分析により 曲脩 ‥ - 価格は、 T,P,E 及 び GNP,IIP, 耳偏 -- 輸入量の 677 ク ハ で 81   3 ぉ 説明される 
ことが検証。 これら 6 ファクターのうち、 とくに T 及び P との相関が極めて 強い。 
時叫 -- 価格 Pe 二 39.16 + 0 ・ 2lT + 0 ・ 33P R2@ 0.95 ， DW@ 1.26@ (1970-87) 

(4.67)  (8.13) 
耳偏‥ - 価格弾性 値は E 及び T が際だって高い。 
  モ 。 。 l (0.33 Ⅰ ノ @  モ。 。 l (0.26 Ⅰノ ン @  を k 。 l (0 ・Ⅰ 2 Ⅰ ノ @  色，。 l (0.11 Ⅰ ノン @  色 m 。 l (0.04 Ⅰ 

7  例えば J  e について見ると、 J  e  =  Pe*E/Py*Y  二 (Pe/Py ソは /E) 
ln(Pe/Py Ⅰ 二 0 ・ 77  +  0 ・ 481nP  +  0 ・ 32lnT,  Ⅰ n(y/E Ⅰ =  -3.96  +  0 ・ 731nT 
R2@ 0.96@ DW@ 1.19@ (6.20)@ (3.61) R2@ 0.94@ DW@ 0.56@ (15.45) 
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次の結果を得た。 
              0 1.00  皿   

① ェ ネルギ一等の 価     ( Ⅰ． 1 Ⅰ ) 

格は概ね競争条件     
甘 ， 0. ㏄Ⅰ Ⅰ．Ⅰ 0.4 Ⅰ 

下で決定されて ぃ     。 心 " 0 ． " " 0 ．。 s 'l 

る ( 図 8 ㌔ 

  

以上の分析により     Ⅰ ぬァ 

を 最も強く受け (  .   
労働力がこれに 次 "     

  
6% ㏄Ⅰ - Ⅰ． 0 ⅠⅠ l.0 Ⅰ J Ⅰ 

(18.04)   
ヌ 1 0 ．Ⅰ SS D. Ⅰ 1. Ⅰ 0 

      
          CE ㏄Ⅰ 0 ． 接持 Ⅰ l.00 J Ⅰ 

Ⅰ 10 ． 且 0) 

③弾性 値 にお ょぽす 。   l@ B. ヰ 71 0. Ⅴ 0. さ 7 

P のインパクトに n.m 而凧 ・ m ,m 旧は Ⅳ は   lrm  l@JI  l Ⅰ 14  1 。 ' 。 lm  l" 。 。 1 ⅠⅠ 。 " Ⅱ '" Ⅱ 
応じエネルギー 制 l Ⅰ 1  H7l  @ Ⅰ ヰ lm  l 竹 Ⅰ 1 毎 @  1 ⅠⅠ l 蝸 l 目 @sT'l  197'3  lyn ヰ lgn  lT"  l" 。 '  1 由 1" 下 '" れ 

約 克服指向型技術 図 3  推定弾性値の 検証 (197%87) 
知識ストック (Te) 
の割合 (Te/T) が増大する (   図     4)0 

④従って、 弾 性 値は次のように、 T 及び Te の関数で表される 8 。 
J  l 々 0 ・ 132P  0.27/T  0 ， 26 Ⅰ 0 ・ 132(P  -l.04T  )-0.26 二 0 ・ 132(f  lT  )-0.26,  士 1%p-l.04  々 士 l(Te/T) 
J  k 二 0 ・ 179,,ro.18/p  o.18%0.n72(P  -l.00T  )0 ， 10  丁 0 ・ 172(f  kT  )o          ゴ三 k=P- ニ・ 00  々  f  k(Te/T Ⅰ 

Jm=0.767To.04/Po.08=0.767(P-2.ooT)0.04@ =0.767(fmT)@    04 i ま Ⅰ 二 P-2.00  ニ五典 (Te/T Ⅰ 

J  。 Ⅰ 0.0O7P  0 ・ 74/T  0-35%0.007(P  -2.1l,n)-0 ・ 35=0.007(f  。 T  )-0 ・ 35,  士 。 二 p-2.1l  ニ f  e(Te/T) 

  
(3) 代替メカニズム 支配フアクタ 一の分析       

以上の知見をもとに、 E から T への代替メカニズムを 笘，ト、 ・ ， :,, し，ぺ                     
  

支配する 弾性値の相対変化▲ フ アクターを分析。 (J ソ J 。 E ) に支配される。 から T への代替は両者の エネルギー l ヨ 
    

等価格は概ね 競争条件下で 決定されていることが 判明した ま 

( 図 3  ) ので、 J  ソ J  、 ニ ㏄ EC/C ソ (GTC/C)  二 Pe*E/R,     
E/R の変化 率と Pe との間には強い 相関があ るので ( 塞旦 ) 、 拳 

                        - Ⅰ           lg Ⅰ S  lgr7  l アは l ⅠⅠ @  l' 田 l ま すち 

とも称するものであ り、 エネルギー強度 (E/Y) の研究強度 ": ,-@               

(R/Y) 生産佳を示し (E/R=(E/Y)/(R/Y))  ( 図三 ), Ⅰ dJ.R2 D.W 
      .16 - 4.92 Tg/T * 4. 17 D 0 . 878   .30   (-8 .43) (1 .92) 

        p-I.oo,,io< 

  39.0 Ⅰ   6.03 Tg/T * 5.07 0 0.878   .30 
(-8 . 44)     .90) 

<a ・ i3) (2 .25) 

        p-2.@1 Ⅹ l0 Ⅰ   
  0.0J - 0.02 Tg/T @ 0.02 0 0.874         

(-8.08) (2.28) 

  図 4  国際石油価格 (P) と Te/T の相関 
図 5  エネルギー研究開発指向性 (E/R) の 概念 (1974-86@ D:1978=1)   

a  モ i  ( Ⅱ l,k,m,e) は 窩憶 - 一価格の高 膳 E  。 。 ニ -0.01  +  4872.07  % 。 -.  R2  0.gl  DW  l.77 
に 対する技術誘発性を 梯明に示す。 (5.94) (1974-87) 
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国際石油価格 (P) に大きく支配され、 Te の 表 5 エネルギー研究開発指向性 (E/R) の性質 
誘発性が極めて 高い ( 表 5) 。 E/R の変化は 国際石油価格，耳偏Ⅰ価格との 強 い 相関 (1971-86) 

、 産業構造，製品構成 ( 付加価値 ), エネルギ ▲ E/R = 0.0035 - 0.0003 P + 0.0g D  R2  D り 

一生産性 ( 省窩 ), 研究開発 投 五の変化に支配 (-8.27)@ (4.92)@ 0.92@ 1.90 
され，それぞ 九の貢献率は、 1971-87 の間は ▲ E/R  二 0 ・ 0611  -  0 ・ 0006  Pe+  0 ・ 08  D 
、 14,  26,  41,  208,  1980-87 の間は， 14,  21 (-12.80)  (7.01)  0.96  2.07 
， 32, 34 又と見込まれる ( 表旦 ) 。 Te  の誘発佳人 (1970-87) 
以上の分析を 通じて，産業構造，付加価値， Te@ =@ 14288.8@ ・ 12399.6@ E/R-i 

省エネ及び研究開発の 変化を媒体とした E/R (-29.01) 0  ・ 98  1.46 
， Y/E,R/Y  の相互連関関係が 、               [E/R  Ⅰ l.09  @  8.66X  1O-5T ヒュ 

ムを 支配することを 明かにした ( 国立エエ ) 。 (-15.40) 0.94  0.58] 

表 6  エネルギー研究開発指向性変化への 貢献要素 数値 :R2 
分析 (1971-87) 

睡 Ⅰ n    A ⅤⅠ ニ ・ v.  ▲二 I v./@  ノム l 圧 ノ Ⅱ 席 Ⅰ v   + 町 
            ():t [] 二 タイム 植 

モノ R V ⅠⅠ 二 ・ V, 亡 I Vg Ⅰ l l /e B Ⅰ vV ヘヴじ 

                      E/R                     ラク "( 上仁 ) 

    
  
1971-S7 6. Ⅰ 0 0 ，Ⅰ 0 1.61 Ⅰ． SS Ⅰ・ @5 -o ， li@ R/Y Y/E                       

(100) (K.S) (26.0) @1.1) ( Ⅰ 0 ．Ⅰ ) (-1.8) 
[3]  0.976 争 じ く 

197<-87 8. Ⅰ 1 1. Ⅰ 0 l.SS 捷 ・ S6 2.64 -0.14 (23.99) 
(100) (K.6) (18.9) (36.0) (32.2) (- Ⅰ． 7) 

19 ヰ ト ち 7 10.92 l.So ょ ・ 33 3.49 3.8 Ⅰ 

(100) (K ． 7) (21.3) (32.0) (34.9)) -0.32 (-2.9) 図 6  E/R,Y 几 ， m 八の相互連関 (1970-87) 
I.2             T Ⅱ e 口耳 

Q.9 人 R                     
0 b ヰ O1 Ⅰ ヰ C Ⅰ nC Ⅰ 

人 T 

O.8 

0 ・ 7 Ⅹ   " Ⅱ・   "". -@  ‥・ -"""" 古く " "" 、 ，                             
o.6 

0 ・ 5     
0 ． d   ム Y   人 R/.Y E Ⅱ タ Ⅰ   Cr Ⅰ ヰ   

    Ⅰ + ト         0 ・ 3     
Ⅹ Ⅱ Ⅱ "------ 0 ． 2         

0 ． l   
  

lS7 ア 亡 l ま T2 l97 Ⅰ 4  19T 丁 6 @ 字 Ⅰ 3  1 ㏄ 0  l9s ㏄ 之 1 ま Ⅱ ' l まあ   
団 " 栗 ， 師 ' ヨ 回 "9" 輯 ' 雙 l 軸   
図 7  主要製造業の E/R の推移     

  

(1970-87 ノ 1970 々  1) 
  

    

  
4. 相互連関誘発要因及び 政策技能の実証的分析     

(1) 分析の視点     
  ; 四回                                                   第 3 の課題の実証的解明を 目的として、 2 で     

解明したメカニズムをもとに、 研究開発投資 づ P o l i c y 

技術革新 づ 外部技術 9 の改善 づ 更なる研究開 
発 投資の誘発の 循環メカニズムを 表す相互連関 
関数を構築し ( 国立 ), これを用いて 生産要素の連       政府予算 (GES: 各 曲， 

関関係に対する ト リガ 一 及び誘発要因ならびに、 GNRE: 坤 R 荻り ， GNR0: ヲ与工ネ R&D) 
連関関係を誘発する 上での政策機能を 分析。 

ー - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - . 
図 8  相互連関関数のコンセプト 

g  Baranson(1967[  1]) によって示された 概念 (External  Techno Ⅰ ogy) で，技術革新によって 大きな 影 

姿を受けまた 逆に技術革新を 刺激・誘発する 経済，社会・ 文化，拙攻等の 環境要素及 び 政策で構成。 
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(2) 研究 薬発投糞 誘発要因の分析 
日本の製造業の 旺 盛な研究開発 投糞 (R)4 を促す要因について、 日・米・ 独 ・英の比較分析を 行い、 

① R/Y の増大が 、 R の Ⅰ・ⅠⅠ 

増大に支配的役割 

｜ 人 Y 
  日本の里道美 

を 果たしている ( 

図 9  ), 
7. ⅠⅠ 

Ⅰ・ 7g   
②   R   八の増大は E/R, 上 Ⅰ▲ イ ⅡⅠ Yl Ⅰ ( 人Ⅰ Yl Ⅰ n  Ⅱ /Y 

Y/E との 8 者の サ 
こ ． 1s 

Ⅰ▲ イ且 /Y) Ⅰ ( 人Ⅰ Y)                                 n 味 Ⅰ Y 

イクリカルな 連関 (70. り   Ⅰ イ ム @ ミノ ト ) Ⅰ ( ⅠⅠ 廣 )                                 ド E/ 床 

  

  
を 通じて、 スパイ (53. Ⅰ・ SS Ⅰ ) Ⅰ八人 Y ⅠⅠ ) Ⅰ (Y ノミ )                                   n Y ノミ   
ラル的に進行して 
ている ( 図 10),     (  H は構成比 ($) 

③これらの現象は 日                                         

本の製造業にお い 産 業 
て 最も顕著に見ら 日 本，・ ， s 米 国 西 独 英 国 

れる， 
④ E/R の増大がこの 7.1@ 

スパイラル的増大 Ⅰ・ 74   
を通じた R/W 増大 (70.0 

S.1 ち Ⅰ・ 9< 

の 健を握る ( 図旦 ), 4.7< 

⑤ E/R の増大には 企 (6i.o) 

業の研究開発 投五 Ⅰ． tl ( 毛 0.4) 

戦略 (DRV)  . ェ ネル 
ギ 一生産性の改善                                                                                                                                                                                                                       3.36   
(DIE) . 付加価値の                                                                                                                                                                 

増大 ((DVIIP)  . 産業 図 9  日・米・ 独 ・ 英 産業の研究開発投資誘発要因分析 (1971-87) 
構造の変革 (DVV ㍉等 
の 外部刺激が不可欠であ る、 ことを解明した。 
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ⅠⅩ t Ⅰ ア n さ l さ t lmU l a t ion 

図工工 R/Y,E/R,Y/E 間の誘発係数比較 (1970-87) 
- 人 (E7 席 ) 奏 DVVi + DVIIP 

  DIE   DRV 

③以上の分析を 通じて、 エネルギー危機克服に 代表される国家的課題に 対 
する通産省の、 産業の活力を 糾合する誘発政策のメカニズム ( 里亜 ) 及び 一 

IOP DG Ⅱ R DGNRE 
その効果を実証的に 明かにした。 

5. 拮 苦 

過去 2Q 年間にわた 表 6  各種覚部技術による E/R 変化への貢献度比較 (1975-87) 
6 日本の製造業の 技術 
革新の原動力について、   

ⅤⅠ ア t Ⅰ b l Ⅰ 

エネルギー危機への 対                       
一人 (E/R)=    DVVi           ， ， DVIIP l Ⅰ ， ⅠⅠ・Ⅰ                                                                     

応 に注目して、 Techno@  "" 。 ぃ 。 '" 

metones 構築を試みつ IOP 0 ． 927 0.408 -0.146 0.160 0.560 
    

っ 実証的に分析し、 
      

①エネルギーを 中心とす DG Ⅱ R 0 ・ 550 0.397 -0.142 0.189 0.234 
          

る 生産要素の技術への 
代替傾向を明かにし、 DGNRE 0 ・ 599 0 ． 718 0.687 0.456 0.505 

    クユ     

②代替メカニズムについ て、 企業の研究開発 投 DHITIR 0 ・ 617 0.SOO 0.284 0.006 -0.067 
          

資 産佳の改善・ 戦略・ ェ ネルギ一生 付加価値 D 甘 ITIRE 0.791                             0.221 O.190 
0 ． 626 0.469 -0.151 0.344 -0.074 

の 革等の変化を 増大・産業構造の 媒体とし 変 DGES             
た E/R, Y/E,  R/Y  の IOP@ +@ DGNR 0 ． l45 0.373 -0.241 0.120 0.549 

相互連関が支配してい     +@ + +@ + さネ + 

ることを解明し、 IOP + DGNR + DGES 0.957 0.404 -0.392 0.395 0.489 
③ E/R の増大が、 この サ オ , +             + + + さ Ⅰ +             

イクリカル な 連関を通 I0P  ,  DGNRE 0.972 0.711  0.676  0.433  0.922 

じて、 スパイラル的に   + 年Ⅰ + さ Ⅰ   
R/Y を増大し、 研究開 I0P + DGNRE + DGES  0 ． 980 0.705 0.554 0.557 0.925 

発 投資を誘発している             + オⅠ + + 目 ド Ⅰ +                         

ことを解明するととも I0P + DHITIR 0:938 0.430 0.175 0.048 0.821 

に、 E/R の増大には 上 
  +@ + + お 4 + + +   

0.598 0.190 0.406 0.848 

部 刺激が必要不可欠で 
記 媒体の変化を 促す 外 IOP,DHITIR. @ 4 Ⅰ さ 6  ま 4  + さ 4  +  さく さⅠ 宰 Ⅰ 

あ り、 通産省のエネル IOP , DHITI 問 0 ， 975 0.817 0.754 0.329 0.984 

キー 研究開発政策及 び 
      オ Ⅰ                 

国際石油価格動向の 相 
IOP@ +@ DHITIRE@ +@ DGES 0-987                     +*   メ Ⅰ   

0 ・ 960 

  

乗 たしていることを 効果がこの役割を 明か 果 10 『 +DGES 0.381 -0.272 0.418 0.522   +@ + +@ +   
にした。 
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以上を通じて、 日本 
の製造業の技術革新の 
誘発要因及び 通産省の 
誘発政策 / メカニズム 
を明かにした。 
1983 年以降 国姥 石油 

価格は下落傾向に 転じ、 
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上記相乗効果が 薄れることに 
なり、 1986 年頃 からは製造業 Pcnct こ .a とⅠ on ヰ nd idcn 仁人Ⅰ 主 ca ヒユ on of Ⅰ u と lurC 

の エネルギー原単位も 増加に prospec 七 ;s and o イ笘ヒ亡 a 毎 c ヱ lc area 寮 ENERGY 

転じ、 CO2 排出生も増加傾 
CRISES     

向 に転じた ( 図典 ) 。 これらと 

軌 を一にして製造業の 設備投 
糞に 占める研究開発 投 五の割 

  

合も減少傾向に 転じた ( 区旦八   

これらの憂慮すべき 傾向が The  v ユと p 「 h  ovision  に h さ   of   pol ユ Cy  ・ ユ nd .d  コし る ユ Ca s Ⅰ 七 亡 Ⅰ Cs  d  @  Ⅰ Ⅰ n  n  Ⅰ acClo @ @  Ⅰ キユ @  す 0n8  d こ俺 月 ce  PO し 丁。 ICIES 亡               
一過性のものか、 構造的なも 
のかは更なる 分析を要するが、 
仮に後者の場合には、 日本の   

  
  C Ⅰ loSe COO 亡イ Ⅰ   俺タとノ   0 打 

技術革新の誘発 メヵ ニズムの   
  

崩壊を強く懸念させかれない。 EnCr ニノ R ェ D  Ener ㌣ Con 巽 Ⅴ Ⅰ I  O  P     口                                                                   

最近の地球環境問題の 高ま   

p 亡 o 宙 pC Ⅰ   カイ UC Ⅰ - Ⅰせ打 亡 

りは、 の両面 そのエネルギー 佳に 照らせば、 消費と 改めて           
      

本分析のようなアプローチに                                                               DVIIP                                                 l Ⅰ t ⅠⅠ @                           " 一丁一一一 "" 一 "" 一一 

  

ウ YH メ ガ エ ふけ 乙 @of/ ワぴビ Ⅰ VE Ⅰ ひ 

ル 
冗ぢ CHHo0 し ワビイ C ノムり EVZ 刀 0 月 力は ⅣⅠ 

術 革新の誘発メカニズムの 維 。 亡 アコこととグコ 

ること．を祈念する。 Ⅱ コ 

雙も     The po ヒ eential イ 0 Ⅰ ど u 丁と he 亡 

  

R Ⅰ ncTea ち es as th0 d0 名謁 ee 

o 丘 R/V ュ nc で eases   

Ihc 色人 pec 七 a 仁 ions o で 態 he 

    れ : ポ             甘 : ヰ @ :"' Ⅰ : ト @ ' 丘 " っ :m ' Ⅰ '" I ⅠⅠ す ' ニ %' : ヰ Ⅰ :'"@ : 年 @. :@ Ⅰ 臣 「ⅠⅠ・ : 宙 :1 @ ⅠⅠ : ": ⅠⅠ Ⅰ 仮 outcoBes@ of@ R@ increases   

図工 3  製造業の CO2 排出童の推移                 ズ ur 蝸ビ Ⅰ ガ 

(1970-90:1970-100) Induce@ further@ R   

  
  

  DVVI     chan ム <es in indus Ⅰ ln エ ;al s 七丁Ⅰ c と ure; DVIIP     changes in value added;   
  DIE     chan ア les エ n enc 亡ヱ y   p 丘 noduc 七エ v 二七 y. DRV     ch こ lnees ユ n R と D エ n 七 lens Ⅰ 七 y   

    -AE/R = DVVi + DVIIP + DIE + DRV 

  c  人 R Ⅰ ( 人 Y + ム R/Y) +  ( ム R/Y + ム E/R + ム V/E) 
  v Ⅰ uS Ⅰ Nblc i Ⅰ lpac 七 jnV エ S エ b Ⅰ e ユ Ⅰ PaC 七   

， 廿 1 下 ，， : :, 。 ， め ， 宙 ， m l,r 図工 2  通産省の産業技術誘発政策のメカニズム 
図工 4  製造業の設備投資に 占める研究 

開発投資の割合の 推移 (1976-92 刈         f 己 @  ぬ C.  " Ⅰ 1@@n)5@,  。 '"""" 。 """"""' l.  SIncg@o  。 。 ond  " 回 「・ 。 """""""("' wid]von@i,  エ二ニム 。 。 "'"" 皿 @d.,,; 。 ' 。 。 q " 
("  ii  n@  f  @  I  s  c"  '  1  i  h  '@  I  vi  U@@e  t  (  "  s  an'J  Cj'p@pp'J-q    P  e  t    I  e  v  pi  @  1  v  @  '  s   

[ 」 @   c                                                                                                                                                                                                           
。 2 ，                                                                                                                               ⅠⅠⅠⅠ 睡虹 n  " SO 典 Ⅰ ◆ " l ヒ @ ノ O@  "" 『 。 。 上目Ⅰ コ lh 二 %               一一     "'                       
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